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目を集めるようになって久しい。日本では、歴史認識や領土問題などをめぐる中国の強硬姿勢の背景には国内のナショナリズムの高まりがあると広く認知されている。だが建国以降の中国の対日認識を顧みれば、中国ナショ リズムの高まりが対日強硬論に直結しなかった時期がある。例えば一九八〇年代には「愛国主義」の台頭がみられたにも関わらず、世論 日本に対して融和的であった（参考文献①） 。ま 二〇〇六年から二〇一〇年 かけ は、北京オリンピックや上海万博を迎えてナショナリズムが高まったが、世論の対日感情は若干ではあるものの改善の傾向を示し、実際の日中関係も比較的安定していた。こうし 対日認識の推移 、どのように理解し
たらよいだろうか。　
他方で、中国の対日認識は歴史








































中国の国民統合を呼びかけ 「イズム」のひと である。だが中国におけるナショナリズムの特徴は、それが共産党・国家の厳しいコントロール下にあり、いわゆる官製ナショナリズム――中 内 は「愛国主義」として論じられることが多い――の誘導を強く受けるという点である。ただ現実には世論の過熱がデモなどの形 とって党・国家の思惑と衝突することも少なくない。そのため中国ナショナリズムを じる際には、共産党や政府が提示する官製ナショナリズムと民衆の かから生じる大衆ナショナリズムを区別する が一般的である。　
中国の官製ナショナリズムと大
衆ナショナリズムのいずれにもみ
られるのが、排外主義的な性質である。そもそもナショナリズムは、国民や民族としての一体性を主張する反面、グループ外の「他者」に対して排他的な傾向 ある。中国のそれは、後述するように 列強に侵略された歴史のトラウマに基づいている。とりわけ日本は中国における最後の侵略者であることから、多年 わたって中国ナショナリズムの主たる「他者」に位置づけられてきた。　
また、ナショナリズムの形成に
おいて、 「歴史」は極めて重要な役割を果たす。多くの場合、神話時代から現代までの歴史の教育・共有が、国民の共同体としての一体性を支えるからである 中国においては特に歴史教育が重視されることから「歴史」が中国ナシナリズムの最も強力な求心力のひとつとなって る。　
では、 「歴史」とナショナリズ





萌芽は一九世紀末から二〇世紀初頭に、 「半植民地」状態にあった中国が民族の独立および民族的統一を求める過程で始まった。そしてナショナリズム 形成過程において、特に重要な役割を果たしのが日本の軍事侵略であった。日本の侵攻が中国民衆の危機意識を喚起し、人々が集結して国家独立を目指すナショナリズムの高まりをもたらした である。　
この間に共産党は、独自のナシ
ョナリズム論による理論武装を進めていた。一九三八年に毛沢東は、「愛国」の精神で祖国防衛のために戦って抗日戦争に勝利することは、中国における帝国主義を破ことであり、ひいては世界の民族解放に貢献することになるという解釈を提示し「国際主義者である共産党員が同時にまた愛国主義者でもありうるか」という問いに対して、 「われわれは、ありうるだけでなく そうあるべきだ 思う」と回答していた（参考文献③） 。つまりここでの「愛国主義」とは、民族的独立・統一 目標とする中国ナショナリズムと、
共産党の標榜する社会主義イデオロギーを融合させたものであった。このような成り立ちから、中国の官製ナショナリズムは社会主義イデオロギーの理論の一部となったが、それは民衆を統合するうえでも、また共産党 一党独裁体制を確立するうえでも極めて有用な議論であった。　
では、日本はどのように認識さ













政策は中国社会に大きな変化をもたらした。国内では社会主義イデオロギーが後退し、生産力向上を第一義的な目的とした経済政策論争と政治体制改革論争が盛ん 行われるようになった。中 ナショナリズムが大きな転換を迎えたのはこの頃のこ である。　
改革開放の最大の目的である経
済発展 、本来ならば統 者の権威を高める ずであった。だが実際には、改革開放は党 政治的求心力を弱めるというジレンマを内包していた。対外開放を進めて経済発展を推し進 れば進めるほどに、社会主義イデオロギーが説得
力を失い、ひいては人々が政治改革を求めるようになり、共産党の正統性が揺らぎ始めたのである。　
こうしたなか、共産党の権威を
維持するために鄧小平が導入した国民統合論が「愛国主義統一戦線」であった。中国の統一戦線は従来、日本の侵略に対抗する「抗日民族統一戦線」であり、 民党を含む国内のすべての抗日勢力よる共同戦線を提唱したものである。これに対し鄧小平の議論は、「愛国的」であることを唯一の条件とす ことで統一 担い手を「労働者階級の指導する労農同盟を基礎 した社会主義労働者と、社会主義を擁護 愛国者」に拡大した（参考文献④） 換言するならば、それまで「ブルジョワジー」として排除されてきた企業家など経済界の人々を含み、中国の近代国家化に貢献することこそが「愛国」的行為であるとする考え方であった。　
この「愛国統一戦線」は、現実
の経済政策と密接にリンクしていた。まず短期的に重要な目的 、一〇年間続いた文化大革命のなかで、政治的に粛清された人材の再登用があっ その め鄧小平は、共産党と民主諸党派、各団体およ



















の中国の対日認識に影響 与える重要な議論が二つ登場する ひとつは「軍国主義復活」論と日本の大国化を関連付ける議論である。例えば一九八七年の『日本学刊』によれば、 「日本軍国主義の復活傾向問題」に いての座談会 開かれた際に中国における代表的な日本研究者の万峰が 日本で「軍国主義復活」の証左として、①軍事面における軍事大 化の活動、②政治面における憲法改正問題、③思想言論面における「 東亜戦争肯定論」 、④戦後初期から現在にいたるまでの右翼暴力団運動、の四点を指摘した。この万峰の議論は後に、戦後六〇周年（二〇〇五年）に記念刊行された『日本軍国主義論』の序論として蔣立峰中国社会科学院日本研究所長との共著の形で掲載された。　
もうひとつの論点は、 「抗日戦
争」を論拠とした「愛国主義」主張である。一九八七年六月に開







恵を与えた。だが、文化大革命で一〇年にわたって抑圧を受けた中国社会に、改革開放はあまりに急速な変化をもたらし そして結果的に一九八 代には格差をめぐる社会問題、少数民族問題、民主化をめぐる問題が急浮上し 。　
国民統合のうえで特に大きな課
題は、チベット独立運動の高まりであった。一九八七年九月にダライ・ラマが米下院の人権小委員会で「五項目提案」と呼ばれる中政府に対する和平提案を明らかにすると、ラサ 僧侶によるデモが発生し、これが「一〇月暴動」と呼ばれる民衆と当局の衝突 エスカレートした。一九八九年三はラサでデモ隊と警察・武装警察の大規模な衝突が起こり 三月七日からラサ市全域に戒厳令が敷かれるにいたった。　
さらに同年六月四日には、天安








一九九四年八月二三日に発布された中共中央七号文件「愛国主義教育実施綱要（以下、綱要） 」が基本文献とされている。 「綱要」によれば、 「愛国主義」とは「中国人民の団結と奮闘を動員し鼓舞する一面の旗幟」であり、 「我がの社会と歴史の前進を推進した巨大な力量であり、各族人民の 同の精神支柱」である。そのうえで「綱要」は、 「愛国主義思想を社会の主旋律とさせ、一種の濃厚な愛国主義の雰囲気を必ず創り出し、人々が社会の日常生活の各方 でいつでもどこでも愛国主義の思想と精神の感染と薫陶を受けられようにしなければならない」と、その目標を設定した。共産党は、「愛国主義」によって民衆の思想を染め上げ、民主主義や独立運動への志向を抑制しようとしていたのである。　
では、この「愛国主義」の力点
はどこにあったのか。一九九六年に江沢民は「愛国主義の強化」について「輝かしい中華文明」 「中国共産党の愛国主義」 「愛国主義と社会主義の統一」三つを挙げている。すなわち「 を通じて、歴史や文化を基盤とする共同体意識と中 権威、そして社会主義イデオロギーを高めることを目指したのである。その狙いは、直接には天安門事件の再発を防ぐための世論誘導 強化であり、長期的にはナショナリズムを求心力とす 国内統合の強化であったと考えられ 。　
こうした「愛国主義教育」にお





会の大きな変化のひとつに、大衆ナショナリズムの拡大がある。その要因には、一九九〇年代前半からの学者・知識人の活動空間の増大、メディアの増加やインターネットの普及・自由化による言論間の増 経済成長 ともなう政治的言論の活性化などと同時に、格差拡大など社会問題が深刻 し、民衆の不満が鬱積していたこ が挙げられる。特にインターネットを介したネット世論 ナショナリスティックな言論は、しばしば党・国家のコントロールを凌駕するまでに膨張した。　
二〇〇〇年代前半に、中国世論
の影響を強く受けた が対日関係であった。小泉純一郎首相の靖国
神社参拝をめぐる政治摩擦は、その最も顕著な例である。そして、この頃からクローズアップされるようになったのが、領土問題であった。二〇〇三年六月に尖閣諸島（中国名・釣魚島）の領有権を主張する活動家の乗船し 船 初めて同領海内に侵入するなど、尖閣諸島に対 民衆行動が急進化した。二〇〇四年三月には「釣魚島の防衛」を掲げる活動団体「中国民間保釣連合会」のメンバー七名が尖閣諸島の魚釣島に上陸し、沖縄県警に逮捕される事件が発生した（参考文献⑤） 。小泉政権は対象者の中国への強制送還という比較的穏当な対応を採ったものの、北京の日本大使館前で日本国旗を燃やすなど、民衆の反日感情は如実に高まった。　
二〇〇五年四月に中国各地で発






破壊的な行為を頻発する大衆ナショナリズムの動向に対 危機意識を高めていた。そうしたなか、提示された新しい官製ナショナリズムのプロパガンダが「中華民族の偉大な復興」であった。　「中華民族の偉大な復興」とは、長い歴史をもつ「中華民族」が多くの苦難を乗り越えながら望んできた「復興」を、現代を代表する「中国人民」が実現する、という物語として描かれる目標である。それは、本来は「大」であ はずの中国の国力と威信を取り戻す 民衆の大国意識に依拠した世論誘導で 現在の習近平政権のもとでも重視される論法である。　公式に提起されたのは、一九九
九年一〇月一日の中華人民共和国建国五〇周年祝賀の式典であっ 。ここで江沢民は、 「中国人民はその時（引用者注――中国建国
時）から立ちあがり、中華民族の偉大な発展は全く新しい時代に入った」とし、二〇世紀中葉（一九四九年の中国建国）から二一世紀中葉にかけて「中華民族はより強大な姿で世界 各民族の間にそびえ立つであろう」と宣言したのだった。　「中華民族の偉大な復興」言説に関して、これを継承した胡錦濤政権が「抗日戦争」の世界史的な意義を強調 、中国の「戦勝国」としての立場を主張し始めたことは注目に値する。たとえば終戦六〇周年にあたる二〇〇五年 「中国人民の抗日戦争および世界の反ファシズム戦争勝利六〇周年」の式典において胡錦濤は「中国人民の抗日戦争での勝利は（中略）世界各国の人民が反ファシスト戦争に勝利し、世界の平和を維持するという偉大な事業 対し 大きな影響を与えた」 と述べている （ 『人民日報』二〇〇五年九月四日） 。つまり、 「世界における中国 重要性」という大国意識が歴史解釈にも反映されたのであっ 。　このような主張がなされるよう
になった背後には、国内における大国意識の高まりがあっ 。だが同時に、二〇〇〇年代半ば頃には、
膨張した大衆ナショナリズムのコントロールだけでなく、国際社会における中国の地位を改善させたいという党・政府の外交的思惑があったと考えられる。胡錦濤政権が二〇〇三年に提起した「和平崛起（平和的台頭） 」論や二〇〇五年九月の訪米時に胡錦濤自らが打ち出した「和諧世界（調和した世界） 」論は、中国の台頭は国際秩序の激変をも らさない平和的なものであると主張しており、中国脅威論を緩和したいという意図がみられた。さらに二〇〇五年一二月に国務院は「中国の平和的発展の道」と題した白書を出 、 「平和が永続し、ともに繁栄す 調世界を建設する」ことを目的のひとつに掲げた。　
そして、この歴史認識が如実に
反映されたのが、対日認識である二〇〇六年一〇月の安倍晋三首相訪中時に中国側は、日本側の「戦後六〇年余、一貫して平 国家として歩んできたこと、そして引き続き平和国家として歩み続けていくこと」という主張を積極的に評価した。同様に、二〇一〇年一月三一日に発表された日中歴史共同研究の中国側報告書は 戦争 期部分の尾で「日本のファシストは
徹底的に敗退滅亡し、日本人民はこの時から彼らのもたらした巨大な災難である軍国主義を捨て、新しい平和的発展の道を進んだ。戦争の終了は中日両国 新しく平等な関係の建立を可能にしたのである」と締めくくった。この記述は、日本の戦前の「軍国主義」と戦後の「平和的発展 道」を区別する議論すなわち「軍国主義復活」論の収束だと評価できる。こうし歴史解釈の変化が、二〇〇六年以降の対日認識 改善の背景にあったのである。　
だが数年の後に中国の大国意識






















イメージに「軍国主義」 挙げ回答が未だにある。これに違和感を覚える日本人は少なくないだろう。日本国内では、未だ解消されない論争を残してはいるもの 、戦時中の日本軍の行動に誤りがあったという理解と、再び軍国主義化することがあってはならないという認識はほぼ共有されているからである。だが日本人の自 とは裏腹に、中国の「歴史」は過剰に日本イメージを固定して る。　
一方で、中国に限らず日本国内






戦後の日中関係に、少なからぬ外交摩擦をもたらしてきた むろん、教科書などに書かれ 」は、歴史学者ら専門家の手によって可能な限り妥当 「史実」に近づくよう整理されている。しかし何を妥当と考えるかはあくまで語りに委ねられており、この点において日中間に合意はないのであ　
たとえば日中間で大きく見解の
異なる歴史問題のひとつに「田中上奏文」に対する真偽がある。「田中上奏文」とは、一九二七年七月二五日に当時の首相だった田中義一が昭和天皇に上奏した文書として中国国内で流布したものである。この文書に記された対中侵略計画がその後の太平洋戦争 いたる過程に似ていることから、中国や台湾だけでなく、ロシアやモンゴルでも日本軍国主義の侵略の意図を示す証拠としてしばしば誤認されている（参考文献⑥） 。だが日本側関係者は、これが中 国内で流布した当初から、文書の形式や内容の不備に鑑みて偽造でると指摘してきた。　
二〇〇六年から二〇一〇年にか
けて行われた日中歴史共同研究の最終報告書においては、日本側はこの「怪文書」の趣旨は「実際の東方会議と大きく離反し いた」と主張したのに対し、中国側は「この文書の真偽に関して、学会ではすでに多くの 論があった（中略）しかし、後の日本の拡張路線は正にこの文書の記述どおりに展開された」とその内容を肯定する表現をした。 プロジェクトに参加した服部龍二中央大学教授は、中国側座長の歩平中国社会科学院近代史研究所所長が「田中上奏文については、中国 研究者の間でも、真偽の議論が分かれています」と述べたことなどから、「柔軟な姿勢を占めるようになってきて る」 と評価し つも 「偽物と明記されるには至らなかった」と嘆息している。 （参考 献⑥）　
中国の研究者が公に「田中上奏









































































 江藤名保子「中国の公定ナショナリズムにおける反『西洋』のダイナミズム」 （ 『アジア研究』第六一巻第四号、二〇一五年）六一―八〇ページ。
